
 

公益法人会計の電子申告システム切り替えについて 
SCY190408 

 
 

公益法人の電子申請システムが新システムとなり、平成 30 年 12 月 25 日より新しく稼働しております。 
 
これまでの電子申請システムでは、Web 上に表示される様式に直接記入および、エクセルファイルを添付していました。 
新システムでは、申請様式ファイルをあらかじめシステムからダウンロードし、オフラインで申請内容を記入した後に、システム上へアップロードしてい

ただく仕組みになっております。 
 
これに伴い、『PCA 公益法人会計 DX』で作成した定期提出書類から、転記して申請していただく必要があります。 

 
転記についての詳細は以下をご覧ください。 

 
○公益認定申請書類  P.1 
○定期提出書類   P.6 
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○公益認定申請書類 
 
「公益認定申請書類」で必要な資料のうち、『PCA 公益法人会計 DX』で作成される資料については、以下の通りです。 
 
◆『PCA 公益法人会計 DX』で金額が集計される資料 

様式 ページ 

別表 A(1) 収支相償の計算(収益事業等の利益額の 50％を繰入れる場合) 2 
別表 A(2) 収支相償の計算(収益事業等の利益額を 50％を超えて繰入れる場合) 3 
別表 B(1) 公益目的事業比率の算定総括表 － 
別表 B(5) 公益目的事業比率算定に係る計算表 4 
別表 C(1) 遊休財産額の保有制限の判定 5 
別表 G 収支予算の事業別区分経理の内訳表 － 

※新システムの別表 B(1)のセルには、計算式が組み込まれており、他シートから集計されますので、特に作業を行う必要はありません。 
※別表 G は提出用様式で出力していますので、特に作業を行う必要はありません。 

 
◆『PCA 公益法人会計 DX』で金額が集計されない資料 

様式 ページ 

別表 C(2) 控除対象財産 － 
別表 C(3) 公益目的保有財産配賦計算表 － 
別表 C(4) 資産取得資金 － 
別表 C(5) 特定費用準備資金 － 
別表 F(1) 各事業に関連する費用額の配賦計算表(役員等の報酬・給料手当) － 
別表 F(2) 各事業に関連する費用額の配賦計算表(役員等の報酬・給料手当以外の経費) － 
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別表 A(1) A1-1 レイアウト(本編)ファイルの「A(1)シート」に転記してください。 

新申請様式 『PCA 公益法人会計 DX』で出力されるファイル 

  

 1．第一段階(公益目的事業の収支相償) 
「経常収益計」「経常費用計」に金額を転記してください。 

 

 2．第二段階(公益目的事業会計全体の収支相償判定) 
特定の事業と関連付けられない公益目的事業に係るその

他の経常収益、経常費用「収入」「費用」に金額を転記して

ください。 
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別表 A(2) A1-1 レイアウト(本編)ファイルの「A(2)シート」に転記してください。 

新申請様式 『PCA 公益法人会計 DX』で出力されるファイル 

    
 1．第一段階(公益目的事業の収支相償) 
「経常収益計」「経常費用計」に金額を転記してください。 

 2．第二段階(公益目的事業会計全体の収支相償判定) 

特定の事業と関連付けられない公益目的事業に係るその他の経

常収益、経常費用「収入」「費用」に金額を転記してください。 
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別表 B(5) A1-1 レイアウト(本編)ファイルの「B(5)シート」に転記してください。 

新申請様式 

   

Ⅰ 事業実施に係る経常費用の額(事業費の額) 

公益実施費用額、収益等実施費用額、管理運営費用額につ

いて、それぞれ転記してください。 
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別表 C(1) A1-1 レイアウト(本編)ファイルの「C(1)シート」、若しくは「C(1)基金シート」に転記してください。 

新申請様式 『PCA 公益法人会計 DX』で出力されるファイル 

    

 1．遊休財産額の計算に必要な数値を作成 以下の項目を転記してください。 

・1．流動資産計 
・5．資産計 
・9．引当金勘定の合計額 35 欄 
・11．負債計 26 欄 
・12．一般社団・財団法人法第 131 条の基金 27 欄 
・13．指定正味財産の額 33 欄 
・15．正味財産計 
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○定期提出書類 
 
「定期提出書類」で必要な資料のうち、『PCA 公益法人会計 DX』で作成される資料については、以下の通りです。 
 
◆『PCA 公益法人会計 DX』で金額が集計される資料 

様式 ページ 

別表 A(1) 収支相償の計算(収益事業等の利益額の 50％を繰入れる場合) 7 
別表 A(2) 収支相償の計算(収益事業等の利益額を 50％を超えて繰入れる場合) 8 
別表 A(3) 第二段階・収益事業等の利益から公益目的事業への繰入額の計算 9 
別表 B(1) 公益目的事業比率の算定総括表 － 
別表 B(5)  公益目的事業比率算定に係る計算表 10 
別表 C(1) 遊休財産額の保有制限の判定 11 

※新システムの別表 B(1)のセルには、計算式が組み込まれており、他シートから集計されますので、特に作業を行う必要はありません。 
 
◆『PCA 公益法人会計 DX』で金額が集計されない資料 

様式 ページ 

別表 C(2) 控除対象財産 － 
別表 C(3) 公益目的保有財産配賦計算表 － 
別表 C(4) 資産取得資金 － 
別表 C(5) 特定費用準備資金 － 
別表 F(1)  各事業に関連する費用額の配賦計算表(役員等の報酬・給料手当) － 
別表 F(2)  各事業に関連する費用額の配賦計算表(役員等の報酬・給料手当以外の経費) － 
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別表 A(1) C2-1 レイアウト(本編)ファイルの「A(1)シート」に転記してください。 

新申請様式 『PCA 公益法人会計 DX』で出力されるファイル 

  
 1．第一段階(公益目的事業の収支相償) 
「経常収益計」「経常費用計」に金額を転記してください。 

 2．第二段階(公益目的事業会計全体の収支相償判定) 
特定の事業と関連付けられない公益目的事業に係るその他の経常

収益、経常費用「収入」「費用」に金額を転記してください。 
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別表 A(2) C2-1 レイアウト(本編)ファイルの「A(2)シート」に転記してください。 

新申請様式 『PCA 公益法人会計 DX』で出力されるファイル 

   

 1．第一段階(公益目的事業の収支相償) 
「経常収益計」「経常費用計」に金額を転記してください。 

 2．第二段階(公益目的事業会計全体の収支相償判定) 
特定の事業と関連付けられない公益目的事業に係るその他の経

常収益、経常費用「収入」「費用」に金額を転記してください。 
 



9 

別表 A(3) C2-1 レイアウト(本編)ファイルの「A(3)シート」に転記してください。 

新申請様式 『PCA 公益法人会計 DX』で出力されるファイル 

    

 ・1．収益事業等の経常収益の総額 
・2．収益事業等の経常外収益の総額 
・4．収益事業等の経常費用の総額 
・5．収益事業等の経常外費用の総額 
「収益事業」「その他事業(相互扶助等事業)」に金額を転記してください。 
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別表 B(5) C2-1 レイアウト(本編)ファイルの「B(5)シート」に転記してください。 

新申請様式 

 

 Ⅰ 事業実施に係る経常費用の額(事業費の額) 
公益実施費用額、収益等実施費用額、管理運営費用額につい

てそれぞれ転記してください。 



11 

別表 C(1) C2-1 レイアウト(本編)ファイルの「C(1)シート」、若しくは「C(1)基金シート」に転記してください。 

新申請様式 『PCA 公益法人会計 DX』で出力されるファイル 

    

 1．遊休財産額の計算に必要な数値を作成 以下の項目を転記してください。 
・1．流動資産計 
・5．資産計 
・9．引当金勘定の合計額 35 欄 
・11．負債計 26 欄 
・12．一般社団・財団法人法第 131 条の基金 27 欄 
・13．指定正味財産の額 33 欄 
・15．正味財産計 
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